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令和７年７月３１日 

 

 厚生労働省年金局 

 企業年金・個人年金課長 

   海老 敬子 様  

                               企業年金連絡協議会 

                            共同会長  芥川 正史 

                            共同会長  川上 知紀 

 

令和８年度税制改正に関する要望について 

 

 

少子高齢化･人口減少が急速に進みつつある中、経済･社会構造の変化と雇用形態・働

き方の多様化に合わせた、社会保障制度の構築が求められています。少子高齢化に伴う

公的年金の給付水準低下(所得代替率の減少)への対応が見込まれており、「人生１００

年時代」の到来と併せて、企業年金など老後の所得確保を補完する退職給付制度の重要

性は益々高まっています。 

また、グローバル化の進展は経済環境にも影響をもたらし、国内外での企業競争の激

化などにより、地方や産業毎の盛衰が顕在化しています。このため、我が国発展のため

の成長戦略・経済対策などが策定されてきましたが、新たな施策の実施に加え、主要諸

外国の様々な経済･社会制度を比較して、とりわけ、税制面での競争上不利となる異な

った取扱いの是正など、規制改革の推進も重要な課題となっています。さらに、近年、

人的資本の向上が必要となる中、「ヒト」への投資を促進し、従業員の処遇改善による

エンゲージメント向上も求められております。 

 こうした状況下、活力ある経済・社会の構築に向け、また、従業員の老後生活におけ

る所得保障としての社会的意義を鑑み、企業年金・退職給付制度を、持続可能性の高い、

安心と安定感あるものに発展させ、特に今後の中小企業等の企業年金を守り、普及させ

ていくためには、制度選択肢の拡充とともに税制面の支援の拡充が必要不可欠です。 

我々企業年金連絡協議会は、年金実務者が集まる民間唯一の団体の立場から、以下の

通り「令和８年度税制改正に関する要望」について取りまとめましたので、格別のご高

配を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

Ⅰ．ＤＢ・ＤＣ共通 

１．特別法人税の撤廃 

確定給付企業年金、確定拠出年金などの積立金に係る特別法人税の撤廃を要望す

る。また、撤廃に至らない場合は、当面の間「凍結措置」の継続を要望する。 
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〇 令和５年度税制改正において、令和７年度末まで３年間の時限措置として、課税凍

結延長とされたが、将来的にも、課税の復活による資産減少は、掛金負担増加や給

付額削減など事業主及びＤＣ加入者へのマイナス・インセンティブとなり、企業年

金制度の健全な発展を阻害する。 

また、一律課税による年金資産の減少は、ＤＢの年金財政圧迫に直結し、毎年の財

政検証時の受給権保護、退職給付会計での時価対応など、これまでの一連の負担に

更なる負担をもたらす。 

〇 主要諸外国において、積立金課税は稀であり、国際的な整合性を欠くことから、諸

外国と同様に、拠出時及び運用時は非課税、給付時に課税というＥＥＴ型に準拠す

べきである。 

〇 社会保障審議会企業年金部会での「議論の整理（平成２７年１月）」や、平成２８年

４月の参議院での改正ＤＣ法に対する付帯決議でも特別法人税の撤廃が言及されて

おり、その実現を求めるものである。なお、特別法人税の撤廃に至るまでは、課税

停止措置の延長を要望する。 

 

２．退職一時金制度から企業型確定拠出年金への資産移換における一括移換等の取扱い 

退職一時金制度の減額もしくは廃止による企業型確定拠出年金への移行につい

ては、複数年度に分割して資産移換を行うこととなっているが、積立金の早期充実

や運用機会逸失を回避するため、一括移換を可能とするとともに、分割期間の短縮

化を要望する。また、自己都合による退職給与の額とされている移換限度額につい

て、会社都合扱いも可とすることを要望する。 

 

〇 運用機会逸失や、移行期間が長期に亘ることに伴う資産価値目減りを回避するため、

母体の税務処理とは別に、早期に資産移換できるような選択肢を配慮していただき

たい。 

〇 会社都合での制度移行でありながら、自己都合と会社都合により計算される退職給

与の差額分が加入者に不利となっており、会社都合による扱いも移換限度額として

可としていただきたい。 

 

３．中小企業退職金共済制度（以下､中退共とする）など各種退職一時金共済制度から

ＤＢ・ＤＣへの制度移行にあたっての規制緩和 

   公的年金の所得代替率の低下が見込まれる中、老後の所得保障の強化は喫緊の

課題である。各種共済制度の退職一時金についても年金化が求められる中、制度選

択肢の拡充が必要であり、企業年金間での制度移行と同様に、各種共済制度からの

企業年金への制度移行の規制緩和と資産移換での非課税措置を要望する。 
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〇 中退共から他の退職給付制度への移行については、常用従業員数又は資本金・出資

金規模の加入条件超えで中小企業要件に該当しなくなった場合および企業年金制

度を持つ企業と合併した場合、の二つの事由に限定されている。中小企業の退職給

付制度の普及発展と選択肢拡充の観点から、従業員同意等による企業年金への制度

移行を可能としていただきたい。 

〇 また、企業年金制度を持つ企業との合併は、施行日以前の合併についても制度移行

を可能としていただきたい。加えて、Ｍ＆Ａ（企業の合併・買収）でグループ企業

に入った中退共の実施企業が、グループ企業で実施される企業年金制度への移行を

可能としていただきたい。 

       昨今、Ｍ＆Ａが中小企業の事業拡大・整理・事業承継・新規参入などに多く用いら

れており、そうした企業のグループ化は合併と実質同様といえるが、現行規制では

合併と認められないため企業年金制度に移行できないケースとなっている。同一企

業グループ内の従業員処遇の差異を解消する上で、就業規則等や福利厚生面での一

体化に向けた喫緊の課題となっており、更なる規制緩和をお願いしたい。 

 

４．退職一時金・中退共の企業年金への資産移換 

   老後の資産形成を支援するためには、制度間のポータビリティを拡充し個人単

位で資産を老後に引き継げる仕組みが必要である。ＤＢ・ＤＣについてはポータビ

リティが確保されているが、退職一時金・中退共についても本人が希望した場合に

は給付にかかる課税措置を講じることなく、企業年金制度（ＤＢ・ＤＣ）・個人型

確定拠出年金制度への資産移換を可能としていただきたい。 

 

５．イコール・フッティング議論への慎重対応 

    ＤＢは、適格退職年金や厚生年金基金の特徴を継承した制度として創設され、こ

れら移行の受け皿として位置付けられる一方、ＤＣは、米国４０１ｋを参考にしつ

つ、貯蓄との違いを考慮した制度として創設されるなど、ＤＢとＤＣでは制度創設

の経緯や期待されている役割が異なる。このため、昨年１２月に施行されたＤＢ・

ＤＣ両制度合算での拠出限度額設定も含め、ＤＢの中途引き出しに制限を加える

こと、懲戒退職時の見直しなどは、退職一時金由来の性格を有する我が国企業年金

制度の根幹を揺るがし、労使合意の下での制度の普及・発展の妨げとなるものであ

る。これらのような制限を設けることで、企業年金制度が活用されず、実施率が低

下する事態を招くことがないよう慎重な議論を要望する。 

 

６．退職給付の受給開始にあたっての所得税制 

   企業年金等からの退職給付の受給開始にあたっては一時金を選択されることが

多い。その時点で住宅ローンの返済などまとまった資金が必要とされるケースが

多いものの、税制上の有利・不利の観点から一時金を選択されるケースも多く見ら

れる。 
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    公的年金の所得代替率の低下が避けられない中、老後所得の安定確保のために

も年金選択がより進むよう、公的年金等控除など年金に係る雑所得税制と退職所

得控除など一時金に係る退職所得税制について、相互に中立的でバランスの取れ

た税制とすべく、退職所得控除の未使用枠を、公的年金等控除に上乗せして、年金

受給を促す仕組みなど、退職所得控除と公的年金等控除のバランスの取れた政策

の検討を要望する。 

 

〇 令和７年度税制改正大綱（与党）における第三 検討事項 1において、「年金課税に

ついては、・・・（途中省略）・・・、拠出・運用・給付を通じて課税のあり方を総合

的に検討する。」とされており、企業年金制度の各段階での税制の検討・見直しが早

期に予想される。こうした検討が、拠出時の非課税上限枠や運用時の特別法人税廃

止など企業年金の普及・発展に繋がることを期待する。 

〇 一方、給付段階の検討では、一時金選択者と年金受給者それぞれの課税方法が互い

に有利不利に影響し合わない中立的な税制とすべきであり、昨今の老後所得の不足

問題が顕在化している中、その見直しが実質負担増に繋がらないよう配慮されるこ

とも重要である。また、老後所得の安定確保につながる年金選択がより進むように、

負担増ではないインセンティブ（税制からの奨励策など）が必要である。 

〇 働き方が多様化する中、退職金課税については、２０年を境に１年あたりの控除額

が急増するなど、転職の増加など働き方の多様化に対応されておらず、多様な就労

選択に中立的な制度とすることが求められている。このような働き方の変化を踏ま

えた退職所得控除の見直しが望まれる。見直すに当たっては現行控除額からの激変

緩和措置等も必要と考える。 

 

７．遺族給付(遺族年金、遺族一時金及び死亡一時金等)に対する相続税の非課税化及び

遺族の範囲の見直し 

    確定給付企業年金、確定拠出年金での遺族給付には相続税が課税されているが、

遺族の生活の安定と課税の不公平解消の観点から、厚生年金基金と同様の非課税

化を要望する。また、遺族給付を受ける遺族の範囲の見直しについても検討を要望

する。 

 

〇 受給者が死亡した場合、近年は独身、一人っ子、配偶者が既に他界、親族がいない

等から遺族給付を受給可能な遺族の範囲に該当者がなく、「生計維持関係にあった

その他の親族」も見当たらないケースが散見される。「生計維持要件」有無の是非だ

けでなく、最近のＬＧＢＴＱの取扱いについても一部自治体におけるパートナーシ

ップ制度の導入や外資系企業等で福利厚生対応が増えており、こうしたＬＧＢＴＱ

での公的・私的年金等の遺族給付の受給範囲について、検討が必要と考える。 
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Ⅱ．ＤＢ 

１．確定給付企業年金における過去勤務債務（積立不足）に係る事業主掛金での一層の

弾力的取扱い 

   制度の財政状況および事業主の負担能力に応じた弾力的な償却を可能とする措

置として、①償却年限での下限の撤廃 ＝ 過去勤務債務の一括償却の導入、②弾力

償却幅の拡大、③定率償却における弾力償却の導入等について要望する。 

〇 年金積立金の早期充実、年金財政の早期健全化は、中長期的に安定した財政運営に

不可欠であり、財政不足金の範囲内での一括償却の導入や弾力的償却を積極的に実

施できる措置を欧米同様に採用していただきたい。 

〇 事業主が負担能力に応じた細やかな対応ができるよう、厚年基金・ＤＢ年金に適用

されている「弾力償却」での償却幅の拡大や、定率償却での「弾力償却」的な上下

限幅導入などを要望する。 

〇 将来に向けリスク・バッファー構築となる「リスク対応掛金」、退職給付債務をＤＣ

並み評価とする「リスク分担型企業年金」が平成２９年１月から導入された。将来

対応だけでなく、過去分の過去勤務債務（積立不足）でも制度の安定性、受給権保

護の観点から弾力的取扱いの実現を求める。 

 

２．確定給付企業年金（基金型・規約型）における予算に基づく特例掛金等の掛金拠出

の弾力化 

当該年度の予算編成時に積立不足が見込まれる場合、より機動的かつ強力に対応

し、財政の早期安定化や受給権保護を図るため、厚生年金基金と同様の予算策定と

認可を前提にして、確定給付企業年金にも予算に基づく特例掛金の適用を要望する。

規約型においても 1 年間の不足見込み額の算定は可能であり､同様の措置を要望す

る｡ 

 

〇 年金積立金の早期充実は、中長期的に安定した財政運営ならびに年金財政の早期健

全化の観点から必要な措置である。なお、恣意的な掛金の拠出を防止するため、本

取扱いは厚生労働省の予算認可事項とすべきである。 

〇 企業年金部会で議論されたＤＢの拠出弾力化を踏まえ、厚生年金基金と同様に、そ

の年に予測される積立不足を事前に予算化して対処することは、受給権保護の強化

に大いに寄与するものである。 

 

３．確定給付企業年金における従業員拠出掛金についての所得控除制度の創設 

    生命保険料控除制度の減額を背景に、自助努力に対するインセンティブを強化

するため確定拠出年金・厚生年金基金と同様、ＤＢの従業員拠出分については、生

命保険料控除(他の生命保険と合わせて年間４万円まで)ではなく、全額所得控除

を要望する。 
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〇 一般の生命保険商品に対する保険料控除と共通で控除限度額が設定されたことに

より、平成２４年以降は控除額が５万円から４万円に減額され、従業員の自助努力

に対する拠出控除額としては不十分である。確定拠出年金での小規模企業共済等掛

金控除等や、厚生年金基金での社会保険料控除と同様に、確定給付企業年金での従

業員拠出掛金においても、全額所得控除制度の創設をお願いしたい。 

 

Ⅲ．ＤＣ 

１．確定拠出年金における拠出限度額の見直し 

   ＤＣ拠出限度額については、令和７年度税制改正大綱に引上げが織り込まれ、今

後ＤＢと合わせて６．２万円に引上げられる見込みだが、引上げ後の水準は必ずし

も十分ではなく、物価・賃金上昇等インフレ環境への移行、老後の所得保障の柱と

なる企業年金の普及・促進の観点から、拠出限度額の十分な水準への引き上げ及び

経済環境に連動した見直しを要望する。 

拠出限度額は、勤続期間全て満額拠出した場合に想定した水準に達するが、企業

による企業年金制度設計の自由度の向上及び若年層と中高年層の掛金拠出レベル

の違いを考慮して、過年度未使用分の取扱い（積み残し枠、生涯枠）および退職準

備世代（５０歳以降など）に対する追加の拠出枠（キャッチアップ拠出）を設ける

ことを要望する。 

また、企業型ＤＣのマッチング拠出、個人型ＤＣは、自助努力への支援強化のた

め、現状のＤＣ拠出限度額とは別枠の外枠化などの規制緩和を要望する。 

 

〇 令和６年１２月以降、ＤＢに加入する会社の従業員（第２号被保険者）のＤＣ拠出

限度額が、ＤＢ掛金（他制度掛金相当額）の多寡により決定される方式になり、事

実上、ＤＣとＤＢの掛金拠出限度額の合算管理（月額上限５.５万円）に移行した（企

業型ＤＣは経過措置有）。 

    ＤＣ限度枠を拡大できる企業が大半ではあるものの、一部企業においては、今後Ｄ

Ｃ掛金やＤＢの給付設計等を変更した場合に、掛金の拠出削減あるいは拠出停止と

なる可能性があり、労使合意に基づき適正に運営してきた企業年金制度を縮小せざ

るを得ない事態につながることとなる。 

退職金を由来とする企業年金制度の拠出額は、労使合意を前提に、自由な制度設計

を妨げないことが、制度の普及・推進および高齢期の所得確保にもつながるもので

あり、既存の経過措置（明確に給付設計の変更が変更されない限りは令和６年１２

月の水準を維持）を存続したうえで、十分な水準への引き上げ（下記の考え方（※）

に基づくと最低限７．８万円までの引き上げが必要）を実施すべきである。 

なお、諸外国のＤＣ制度の非課税限度額は、我が国と比べても相当高い水準であり、

老後所得の安定確保観点からは拠出限度額の大幅な引き上げあるいは限度額自体

の撤廃が望ましい。 
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（※）現段階の物価水準を前提に望ましい引退後生活における給付水準を基に拠出

額を試算 

・高齢期におけるゆとりある生活費は約 41万円(※1)、 

標準世帯の公的年金額は約 23万円(※2) 

・必要額を月額 18 万円(年額 216 万円)を 65～85 歳までの 20 年間で受給(年率

1.0％で運用)した場合として、65歳時点で、3,898万円の原資が必要と想定(20

年 1.0％年金現価率 18.046) 

・この金額を 60 歳までの 35 年間(年率 1.0％で運用)で積み立てるのに必要な金

額は年額 92.8万円(月額 7.8万円)(35年間 1.0％減債基金係数 0.0238) 

(※1)総務省統計データ「令和 6 年職種別民間給与実態調査」の 53 歳以上の課

長級給与(68万円)の 6割と仮定 

(※2)厚生労働省「令和 6 年度の年金額改定について」2024 年 4 月～2025 年 3

月の夫婦 2人分の標準的な年金額 230,483円 

    (注)限度額を上記の様な設定方法にすることも有用 

 

〇 ＤＣ拠出限度額は物価や賃金上昇等に連動して見直す仕組みにはなっていない。 

特に今後インフレ環境下になることが見込まれることも踏まえ、経済環境の変化に

応じて定期的（例えば、米国４０１ｋを参考に毎年等）に、ＤＣ拠出限度額の見直

しを実施すべきである。公的年金には物価スライドの概念があるため、企業年金に

おいても積み立て段階で賃金の上昇に応じて拠出限度額を引き上げる措置が必要

と考える。 

〇 ＤＣ制度に拠出できる掛金額には、１年間の上限額が定められているが、高齢期で

の資産形成を促進する観点から、年間拠出額の未使用分を翌年以降に繰越しが可能

な「生涯拠出枠」の仕組みを考える等、自助努力を促せる仕組みの導入をお願いし

たい。 

〇 また、退職準備世代に対しては、追加の拠出枠（キャッチアップ拠出枠）を設けて

いただきたい。これと同様の仕組みは、米国の４０１ｋ制度においても採用されて

おり、短期間での積立強化が可能となり、就労期間が短い労働者層への支援策とし

ても有効と考える。 

 〇 個人型ＤＣ（ｉＤｅＣｏ）、企業型ＤＣのマッチング拠出については、現状企業型Ｄ

Ｃの事業主拠出分と同じ限度額の枠内で管理されているが、個人の自助努力の性格

を持つため、加入者の利便性を高め、資産形成・資産所得増加を促す観点から、限

度額の引上げおよび外枠化を要望する。 

    〇 ＤＢの他制度掛金相当額は給付水準が同じであっても、予定利率等の計算基礎率、

終身年金の有無により変動する仕組みになっている。拠出限度額はあるべき給付額

水準により見直すべきものと考えられるため、例えば、ＤＢの「予定利率」の高低や

「終身年金」の有無等に応じて、他制度掛金相当額を調整する仕組みも有用と考え

る。 



8 

 

２．確定拠出年金給付金等の支給要件、退職所得控除など一連の見直し 

   制度導入企業の増加、働き方の多様化、６５歳までの雇用確保措置による定年延

長や７０歳までの就業機会の確保措置、支給開始年齢の選択肢の拡大等により、ラ

イフスタイル多様化への対応が可能となり、確定拠出年金の役割が高まる中、以下

の規制見直しを要望する。 

 

(１)老齢給付金の加入者等期間と支給年齢の要件撤廃    

   〇 老齢給付金を６０歳から受取るには通算加入者等期間１０年以上が必要であるが、

１０年に満たない場合の支給開始年齢は６１歳から６５歳になる。公的年金の支給

開始年齢が引上げられている中で、まだ６０歳定年の企業も多いことから、加入者

の生活資金へ優先的に充当させるため、老齢給付金の通算加入者等期間に関する支

給要件の撤廃を要望する。（ＤＣ法第３３条第１項）  

（２）脱退一時金受給要件緩和 

〇 企業型確定拠出年金については、老後の経済的備えを確保する制度であり、退職後

の脱退一時金の支給は認められていないが、企業の倒産・解雇等による生活困窮時

や疾病等による入院時、外国籍労働者の帰国時等やむをえない場合においては、脱

退一時金としての受給要件の緩和を要望する。 

（３）退職所得控除の見直し（ＤＢ・ＤＣでの以前の調整年数の同一化） 

〇 既に退職所得等の支払を受けている場合の退職所得控除額の計算においては、ＤＣ

とＤＢの制度間で取扱いが異なる。ＤＢのキャッシュ・バランス制度でも資格喪失

後に一時金を繰り下げると、支給までの間に利息が加算されて一時金額が変動して

おり、実態上の相違はＤＢとＤＣで殆ど無いことから、退職所得控除での調整年数

の取扱いもＤＢと同様「その年の前年以前４年以内」に取扱われるよう要望する。 

〇 調整年数が異なることからＤＢ・ＤＣの老齢一時金の受取り順序の如何で控除調整

の対象になるか、ならないかの差異が生じている。また、ＤＣ資産の受取りの際に

は、最大１９年前の間で受け取った退職金がある場合、退職所得控除の調整のため

当該退職所得の源泉徴収票が必要になるが、その保管・管理等の負担から請求手続

きが煩雑なものになっている。 

 

Ⅳ．その他 

１．『退職所得の受給に関する申告書』への「帳簿」要件の緩和による個人番号の記載

不要化 

平成３０年度税制改正で「公的年金等の受給者の扶養親族等申告書」に適用され

た個人番号記載を不要とした「帳簿」要件の緩和を『退職所得の受給に関する申告

書』にも要望する。 

 

〇 企業年金の受給者が一時金給付を受ける際に提出する「退職所得の受給に関する申

告書」には個人番号の記載が必要とされている。 
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〇 平成２８年度税制改正で、支払者が氏名・個人番号・住所等が記載されている「帳

簿」を備えることで個人番号の記載を要しないとされたが、支払者である年金基金

や受託機関等では本人からの紙面による提出や定時受入れなどなく、紙ベースでの

「帳簿」の作成は困難である。平成３０年度の税制改正でＪ－ＬＩＳなどにより企

業年金連合会等から取得した個人番号を元にしたデータ形式記録でも「帳簿」要件

を満たしたものとして取扱う「帳簿」要件の緩和が認められ、「公的年金等の受給者

の扶養親族等申告書」は個人番号記載不要になったことから、同様の措置を『退職

所得の受給に関する申告書』でも要望する。これにより企業年金・受給者・受託機

関間の書類授受に係る個人番号漏洩リスクの低減、書類送付での費用負担の軽減、

支払い事務効率化を図ることができる。 

 

２．令和３年１２月に当協議会が提言した①「年金給付専用口座」の創設、②ＤＣにお

ける協働運用手法の拡充、③日本版ＩＲＡの創設（ＥＥＴ型）等、３つの制度創設

と非課税措置適用 

    企業年金制度の選択肢の拡充により、企業年金の実施率を高め、より多くの企業

（特に中小企業）で年金制度の維持・導入が図れること、また引退後の年金（老後 

所得）確保にもつながるものとして要望する。 

 

〇 退職給付制度からの給付金や転職など途中退職の一時金、さらに個人の自助努力に

も応えて、各制度からの退職所得等を老後資金として積立て、年金化できる道筋を

付けるため、「年金給付専用口座」や米国の「個人退職勘定（ＩＲＡ）」のような新

たな制度の創設と、制度選択肢の拡充が特に転退職が多いと言われる中小企業にと

って喫緊の課題となっている。 

〇 厚生年金基金制度の実質廃止により多くの総合型基金はここ数年で解散に至り、解

散した基金からの加入者・受給権者への分配金は一時所得課税で扱われ、老後所得

確保という本来の積立て目的まで失われる結果となった。加入事業所の中小企業の

多くは、基金解散により退職給付制度を失うか、中退共など他制度に移ったものの

不十分な状況で、退職給付の実施割合は徐々に低下しており、昨今の「老後所得の

不足」問題に直面している。 

〇 かつて企業年金部会で議論された柔軟で弾力的な給付設計の導入や、成長戦略に取

り上げられたハイブリッド型企業年金については、「リスク分担型企業年金」として

平成２９年１月に新設された。今後、企業年金・個人年金部会において当協議会が

提言した①「年金給付専用口座」の創設、②ＤＣにおける協働運用手法の拡充、③

日本版ＩＲＡの創設（ＥＥＴ型）について、退職給付制度の選択肢として制度創設

の検討を要望する。なお、制度創設と制度選択肢の拡充にあたっては、従来の企業

年金と同様、掛金(資金）拠出と資産移換時の非課税措置が必要である。 


